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皆さんこんにちは。ただいまご紹介に預かり
ました、桜美林大学の山本でございます。本日
の会合についてはかなり前より聞いておりまし
たが、「グローバル化」ということで、創価大
学が「グローバル人材育成推進事業」に採択さ
れたということを伺いました。まずは、おめで
とうございますと申し上げたいと思います。こ
ういった競争的資金が、より有効に使われると
いうことは大変に良いことでございまして、そ
のことを考えるに当たっても、グローバル化と
いうのは、現在の大学改革を支える重要な概念
であると私は思っておりますので、ぜひこれか
らもご努力をお願いしたいと思います。
もともと大学は、一般的に、ずっと以前から
国際化ということに対して熱心でした。これは
戦前からそうですよね。というのは要するに、
海を渡った遠い国で、どんなことが行われてい
るかということについて、我が国の国民はほと
んど知らなかったのです。ですから、外国から
横文字の本を輸入して、日本でそれを縦に直せ
ば、それが立派な業績になる、これこそ国際化
である、と考えられてきたわけです。こういう
ことで済んでいた時代が、ずっと長いこと続い
てきたわけです。
それでも分野によってはずいぶん温度差が
あって、理工系では、おそらく明治の頃から
「国際化」という問題について考えている人間
がいらっしゃったと思います。第一次世界大戦
の後は、学問は世界的な規模で競争し合わなけ
ればならないという認識が、理工系においては
かなり高まったのではないかと思いますが、私
を含めて文系にいる者にとってみれば、そう
いった幸せな時代は、ごく最近まで続いてきた
のではないかと思っております。
ご存じかもしれませんが、３年ほど前に『落
下傘学長奮戦記』という本を書かれた岐阜大学
長を務められた黒木登志夫先生は「日本の文系
の教員は、翻訳をもって研究者としての地位を
確立されておられる方が多い」という痛烈な批
判を浴びせられましたが、考えてみると、我々
といいますか、文系の人間は、もちろん個人差
はありますが、「国際化」ということについて
偏った考え方を持っていたような気が致しま
す。
それに比べると「グローバル化」というの
は、同じく世界と関わり合うわけでございます
けれども、これは、私共が好きなことだけを外
国から選択的に入手するというようなことでは
済みません。まさに、我々の目の前が世界に開
かれてしまうという、こういう非常に現実的か
つ困難な状況の中で、我々はどうやってそれに
対応しなければならないかということを考えな
ければならないのです。そのことに関連したス
ライドは、もう少し後にもご用意してございま
すので、そのときに詳しくご説明したいと思い
ますが、「グローバル化」という点について真
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剣に考えるということは、我々の高等教育が、
また新たな時代に入ったのだということを感じ
させるものであると思っております。
本日使用するスライドは、皆様のお手元にあ
る紙資料と同じものでございますけれども、本
日の講演に頂きました題目は「大学教育の質保
証」でございます。私はそれに副題を付けさせ
て頂きまして、“諸変化の対応のために”とい
うことでお話をさせて頂きたいと思います。
ここに２枚写真がありますが、右側は今私が
勤めております桜美林大学のキャンパスです。
左側の写真は、皆さま方のお手元にある資料で
すと白黒ですので、これが紅葉なのか桜なのか
よく分からないかと思いますが、実はまもなく
紅葉しようかという木の写真なのですが、左右
の写真は、必ずしも関わり合いがないわけでご
ざいます。皆さんはあまり気になさらないでこ
の２つの写真をご覧頂ければと思いますが、学
生にはよくこういった写真を見せて、「この写
真をもとに高等教育を語れ」というように課題
を出したりしますけれども、今日は授業ではご
ざいませんのでそういうことは申しません。
右側の写真は、春になる少し前に撮ったもの
ですね。建物の前の木の葉が少し落ちています
から。桜美林大学のパンフレットから取ってき
たものなので、正確にはわからないですが。左
側は、私が撮った写真でございまして、こう
やって木々の葉というものは、右側の写真には
ありませんし、左側の写真ではこのように茂っ
ておりますけども、やがて散ってしまいます。
年年歳歳その繰り返しです。
自然界はこのような繰り返しをするわけです
が、大学もそれに合わせて、４月には学生を受
け入れて教育し、そして夏休みがあって、秋が
あって、でまた冬に近づくと入試の季節がある
ということで、なんとなく１年はあっという間
に過ぎてしまう。去年の後は今年で、今年の次
が来年というように、大学は滞りなく動いてい
るというのが、これまでの大学ではなかったか
と思いますが、今は違ってきています。今年
あっても来年またあるかどうかわからないとい
うのが、昨今の大学状況でございまして、それ
が私の言う所の諸変化ということでございま
す。その中で「大学教育の質保証」ということ
が、現在大学改革の中で最大のキーワードに
なっているということをぜひご理解頂きたいと
思います。
ただしこういう問題は、ここ１、２年の出来
事や変化だけで論じるのは極めて不正確であ
り、かつ危ないことです。ですから常に我々
は、歴史を振り返りながら大学というものを考
えていかなければなりません。かといって、そ
もそも大学制度は、１２世紀の中世の大学に始ま
るなどと言っても、今の大学とは相当違ったも
のでしたし、また我が国でも、もちろん大学に
相当する高等教育というのはずっと以前からあ
りましたので、単純に比較するわけにはいきま
せん。ちなみに各大学のパンフレットを見ます
と、色々と書いてあって、わが大学の前身は、
慶長何年から始まる、というようなことを書い
ておられる大学もありますが、制度的に見れば
明治になってからになります。そしてもちろ
ん、明治以来、大学の歴史は、現在の我々の大
学や高等教育に影響を与えることは事実でござ
いますが、それにしても、やはり百何十年前の
ことを考えるのも大変な話です。そこで、我々
がよく言う「戦後」を対象とし、戦後高等教
育、あるいは戦後教育改革の中で、大学はどの
ように変化してきたのかというようなことで考
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えたいと思います。戦後の６０年ほどの間を振り
返るということも悪くはないかと思います。
資料２枚目の表は、大変規則的に出来ていま
して、表を見て頂けるとおわかり頂けると思い
ますが、およそ１５年サイクルで日本の戦後の高
等教育のフェイズと申しますか、状況はかなり
の程度変わってきています。そして、この１５年
サイクル説というのは、あながち非科学的なも
のでもない、と私は思っております。というの
は、ここにある数字をご覧頂きますと、１９６０年
あるいは１９７５年、あるいは１９９０年、あるいは
２００５年。この辺の年に、全国にどのようなこと
があったかを考えると、この表はかなりの程度
当てはまるのではないかと私は思っております
し、また私だけでなくて、他の高等教育研究者
も、ネーミングは違うにしても、同じようなこ
とを考えられている方は多くいらっしゃいま
す。
では、何がそういう変化をもたらしているか
というと、もちろん社会状況がその要因ではあ
ると思います。が、その結果として表れている
のが、高等教育への進学率です。これは、あま
り伸びてない、変化していない時期と急激に変
化している時期とが繰り返し表れているという
ところがミソなのです。
例えば、現在の大学改革に大きな影響を与え
ているのは、やはり１９９０年代以降の社会状況で
すよね。１９９０年前後に何があったかというと、
世界システムから言えば、東西冷戦が終結した
ということがございますし、日本の経済社会に
おいては、それと多少の関係はあるにせよ、そ
れとは別にバブル経済の膨らみと崩壊がござい
ましたよね。それから、もう少し長期的なこと
でいえば、１９９２年は１８歳人口がピークを迎えて
２０５万人ほどいましたが、その後ずっと減って
きていて、１８歳人口の減少であったり、あるい
は日本の経済社会の大きな変化であったり、あ
るいは世界システムの変化などが、だいたい
１９９０年前後に起きています。ですから１９９０年と
いうのは、大変重要な時期であります。
それからさかのぼること１５年前の１９７５年前後
も、実は非常に大事な区切りでございます。高
等教育計画が始まったのが１９７６年です。それと
同時に、その頃から私学への助成が本格化し、
あるいは高等教育計画に基づいて、大学の新規
増設を抑えていた時期でもありました。今日で
も、文部科学大臣が「大学の数は多すぎる」と
発言されて、だんだん絞る方向に向いていくの
ではないかと思いますけれども、しかしそれ
は、我々が初めて経験するようなことではなく
て、実は１９７５年前後からそういった議論が盛ん
になり、「高等教育機関は多すぎる」「大学生の
質が低下している」「大学教育が低下してい
る」という議論は当時もあったわけです。それ
に基づいて、当時の文部省が計画的に大学を整
備するということになり、東京２３区であると
か、あるいは京都・大阪の市内には、学部の増
設のためであろうと、新しい大学を作ってはい
けないという厳しい政策がこの１５年ほどの間に
とられてきたわけですね。八王子に大学が多い
のはなぜかということを考えると、そういうこ
ととも関係するわけですよね。ということで、
資料（スライド p．２）にあるように、我々は
「計画の時代」を経験しております。
しかし、その前の１５年という期間は、実は拡
張の時代でもありました。お若い方が多いの
で、覚えておられない、あるいは見たことも聞
いたこともないとおっしゃるかもしれません
が、１９６０年に池田内閣が発足した時に、「所得
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倍増計画」というものが出されました。「国民
の所得を１０年間で倍にします」という計画が出
されたのですが、多くの国民はそんなことはあ
り得ないと考えました。しかし実際は１０年どこ
ろか、８・９年で実現しました。このような経
済の急成長の時代であり、進学率も１９６０年の
１０％から１９７５年にはほぼ４０％と、一挙に４倍に
するという大きな変化が起きているわけです。
このように見てくると、だいたい１５年で大き
く変わってきているということが分かります。
しかし、皆さんの中には、１９９０年以降我々は、
改革に次ぐ改革を重ねてきて、「そろそろ改革
に疲れたよ」という「改革疲れ」が今日のキー
ワードではないかと思います。同じように思っ
ていらっしゃる方もおられるかと思いますが、
私は、２００５年あたりから新しいフェイズに入っ
ているのではないかと思っております。これは
無理に１５年周期説を当てはめようとしてそう考
えているのではありません。実は２００５年に中教
審から「我が国の高等教育の将来像」という答
申が出されております。そこでは、それまでの
１５年間における大学改革は、ほぼ計画に沿って
実現したと述べられており、一般的にも新しい
改革の目標が探し始められていたと思います。
それまでの大学改革というのは、裏を返せば
大学問題になりますが、戦後からずっと、最も
深刻というか、政府を含めてある考えを持った
人々が、何とか大学について改めたいと思って
いた問題は、管理・運営システムの問題なので
す。平たく言えば、教授会の力を弱めて、学長
の力を増すようにするというのが、大学改革の
１番の課題だったということです。それは、だ
いたい１９９０年以来の大学改革によってかなりの
程度そうなりました。いまや大学の中で、文部
科学省の政策といっても反発する人は少なくな
りました。以前はそうではありませんでした。
私は大学事務局の経験もありますが、教授会で
うっかりと「文部省の方針は…」とこう口を滑
らそうものなら、教授会が紛糾したものでし
た。そのようなこと（文部省の方針）に流され
てはいけないと、１９７０年代・８０年代の大学の先
生方の多くは、そのように考えていたのではな
いかと思います。伝統的な大学では特にそうで
す。しかしその伝統的な大学でさえ、昨今は、
様々な委員会や教授会で考えがまとまらない時
に、「文部科学省はこういう方針だ」と誰かが
言うと、「じゃあそれでいこう」というように、
かなり文部科学省の考え方と大学の考え方が調
和するようになってきました。あるいは、調和
せざるを得ないような状況になってきたのが、
昨今の状況ではないかと思います。ということ
は、管理・運営の問題は基本的には片付いてい
るというのが私の見方です。
そうすると、大学改革のターゲットがなく
なってしまったわけです。ターゲットがないと
大変ですよね。皆さんはそうは思いませんか。
大学関係者は「別にそれはそれで良い」と言う
かもしれませんが、私はもともと行政をやって
おりましたので、少し違った感覚を持っていま
す。やはり仕事がなくなると困るわけですよ
ね。仕事がなくなると次なる仕事を探すという
のは、日本の組織にだけではなくて、国際機関
でもどこでもそうです。国際機関の方々はやは
り、その機関の目的に沿って仕事をしておられ
るわけですけれども、それぞれ需要があると考
えているわけですから、「自分がやっているプ
ロジェクトは絶対に意味があるんだ」というこ
とを日本人以上に一生懸命訴えますよね。私も
国際関係の仕事を通じてそのことを感じていま
す。したがって、その組織の目的を達成するた
めにプロジェクトをやっているはずなのに、そ
こで働いている人の雇用を確保するためにプロ
ジェクトを続けるというような状況になってし
まいます。このような状況になってしまうの
は、本当は良くないのですが。私は、一応大学
改革の主なターゲットである管理・運営の問題
もほぼ片付いたので、少し中教審も一休みした
ほうが良いのではないかと思うのですが、いっ
たんはずみのついた改革のムーブメントを止め
てしまうとやはり困る方も多いのでしょう。
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そういうことで、次なるターゲットになって
いるのが大学教育そのものです。大学教育その
ものを変えていく、改めていくということが今
の大きな話題でございまして、ですから、２００５
年以降の大学改革の大きなキーワードは、「教
育の質保証」ということです。特に国際的な質
保証ということが重要なキーワードになってい
ます。そしてそれに付随して、「グローバル社
会、知識基盤社会に対応するために必要なん
だ」あるいは「良い教育をしないと１８歳人口の
減少の中で生き残っていけない」というような
理由があります。いわば大学の体質を変えてい
くと申しますか、従来のように教育する側が教
育内容を決めて、一方的に学生に押し付けるの
ではなく、社会のニーズ、学生のニーズに応じ
て学生が学びやすいように教育内容を用意す
る、これが昨今の教育改革のもっとも大きな流
れになっています。後から説明しますが、中教
審から「新たな未来を築くための大学教育の質
的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考え
る力を育成する大学へ～」という答申が２０１２年
の８月に出されましたが、このように今や大学
改革の最も大きな課題は、かつての管理・運営
の問題ではなく、大学教育そのものに移りつつ
あるのが現状であります。
そこでまた疑問を感じる方がいると思いま
す。「なんで２０２０年までというのが書いてある
のか、１５年を無理やりあてはめたから２０２０年に
なっているのではないか」と。実は２０２０年頃に
大きな節目がくることはほぼ間違いありませ
ん。なぜならば、今１８歳人口はやや減少気味で
すが、１２０万人前後で安定しています。しかし
２０２０年以降は減って参ります。先にスライドを
見せますとこのような形になります。
厚労省の推計です。これより更に最新の推計
があり、２０２０年より以前から減少するような予
測が出ていますが、従来から、２０２０年頃になる
と、１８歳人口は１２０万人をかなり下回るように
なりまして、その後は一貫して減っていき、
２０６０年には今の半分の６０万人くらいになると言
われています。文部科学省であればこういう情
報ははっきりと示さずに、何とかごまかして少
しでも目立たないように皆さんにお伝えすると
ころですけれども、厚生労働省は高等教育行政
をやっておりませんから、そういうこととは関
わりなく、こういうデータを躊躇なく公表して
くるんですね。これによりますと、１８歳人口の
減少はいかに激しいかということがわかりま
す。この点については、後でもう一度触れたい
と思います。
そういうことで、本格的に減り始めるのが
２０２０年代以降になります。そうなると、今の大
学改革の局面である、大学教育の改革ももちろ
んあるでしょうけれども、もっともっと別の局
面が出てくる可能性も十分にあります。した
がって、一応２０２０年で区切ってあります。これ
より先の１５年３０年がどうなるかについては、皆
さま、特に若い世代の方々に考えて頂きたいと
思います。私は団塊の世代でございますから、
私が大学を経験したのはこの時代（１９６０年～７５
年）であります。そこからもう、３つの局面を
経験して参りまして、この後の４つ目５つ目を
考えるのは疲れて参りましたので、若い世代に
ぜひ予測をしてもらいたいと思っております。
このように、高等教育のフェイズはどんどん
と変化しています。ですから、ここから得られ
る教訓は様々あるのですが、一つは自分が過ご
した大学時代の経験だけをもとに、大学のあり
方を考えるのは非常に危険であるということで
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す。私などはこの時代（１９６０年～１９７５年）に大
学教育を受けたので、大学と言う所は、ほって
おいても学生がたくさん来る所、という刷り込
みがあるわけですが、今の実態は全くそうでは
ありませんね。私よりもワンジェネレーション
上の世代はこの時代かそれより前の戦前の高等
教育を受けた方ですから、例えば日本の学生は
教養教育を受けていないと言う。私たちは旧制
高校で非常に良い教育を受けたと繰り返し審理
会議でおっしゃる先生方もおられたわけですけ
れども、これはご自身の経験から言うとそうな
んでしょうけれども、今の大学というのは旧制
高校とは全く違う状況の中で運営していかなけ
ればならないので、それは難しいということで
す。常に時代は動いているということを考えて
頂きたいと、このように考えております。
そこで現在の大学改革に直接大きな影響を与
えている、１９９０年代以降の大学改革についてで
すが、ここに思いつくままに並べた１２の項目
は、それぞれ意味があって、ここで一つずつ
「これはこうで、あれはこうですよ」と話して
いると、一項目仮に５分で話したとしても１時
間かかってしまいますので、ぜひ皆さんご自分
で一つ一つについて勉強してもらいたいと思い
ますが、先日別の大学でほぼ同じスライドを見
せましたところ、後から大学から連絡を受けま
して、「この一つ一つの項目について受講生に
レポートを書かせましたので採点してくださ
い」と言われましてびっくりしました。創価大
学さんはまさかそんなことされないと思います
けれども、それぞれご自身でこれらの持つ意味
合いを考えて頂きたいと思います。
それにしても９０年代大学改革の最初の頃は、
大学設置基準の大綱化や、あるいは自己点検評
価という辺りから、じわじわと始まったわけで
すけれども、やがて国立大学の法人化、大学学
部設置の規制緩和など大変大きな改革もありま
した。それからあまり目には見えませんが、私
学にとって大事なのは５番目の学校法人改革、
私学行政の整備というのがあって、理事会の権
限の明確化が大きなポイントとして捉えられて
おります。確かにそれも大事ですが、２００２年の
学校教育法の改正で、文部科学大臣にはそれま
で、私立大学に対して、「学校法人の解散命
令」という、いわば伝家の宝刀がありました
が、それ以外の様々な関与は原則として出来な
いようになっていました。が、２００２年の学校教
育法の改正によって、文部科学大臣はその大学
に教育研究を含めて色々問題があると思えば、
是正の指導を出し、それに従わない時は勧告を
出し、それに従わなければ改善命令を出せる、
というきめ細やかな関与ができるようになりま
して、それに従わない時は、法人そのものを解
散とまではいかないものの、問題になっている
組織の閉鎖を命じることが出来るようになりま
した。後で学校教育法の最初の方をご覧頂きた
いんですが、そういう改正が反対もなく、ほと
んどその問題に対する問題点の指摘はありませ
んでしたが、いわば戦後の私学関係者が、それ
こそ体を張って、私学の自主性というものを
守ってきたはずなんですけれども、なぜか国の
関与をかなりの程度認める法律改正にさしたる
反対もなかったということで、今は私も私学関
係者の一人ですが、要するにあんまり変なこと
をすると国から何を言われるかわからないとい
うのが現在の状況になっているので、少し注意
が必要ということになるわけなんですね。
この他に、現在話題となっている学士課程の
ことであるとか、あるいはそれに付随して大学図４
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の情報公開義務とかですね、規制緩和のはず
が、様々な義務が新たに加わったりと、大学改
革もまだら模様になってきております。その中
で出てきたのが、今年の６月に出された「大学
改革実行プラン」であり、直近で言えば、ここ
には書いていませんが、文部科学大臣による設
置認可の見直しの指示などということが起きて
おります。
皆さん大学でお勤めでしたら必ず参照しなけ
ればならないのが中教審の８月の答申ですが、
８月の答申の前に、今年の３月にこういう絵が
でております。だいたい一緒です。本当は８月
の答申から取りたかったんですが、なぜか文科
省のポリシーが変わってしまったのか、PDF
が加工できないようになっておりました。です
から、必要なところだけ切り取ってスライドを
作ろうとしたんですけれども、どうしても上手
くいかなくて、一つ前のものを貼りつけてきた
わけですけれども、要するに、今、管理・運営
の問題が片付いた大学問題の中で、最も重要な
問題が大学教育そのものですけれども、その大
学教育そのものが今の時代に合っていないとい
うのが中教審の認識です。つまりここに書いて
ある、社会のステークホルダーから支持される
大学でなければならないということです。社会
のステークホルダーから信頼を得る、そのこと
によって大学がしっかりとし、更にそのことに
よって、優秀な卒業生を社会に輩出する、そし
てますます信頼を得られる、という良いサイク
ルを上手く回すためにはいったいどうすればい
いのか。これまで色々な人が、色々な意見を
言っていましたが、中教審が考えたのがこれで
す。ぴかっと光っていますね。これは私が中学
校の技術家庭で習ったフォーサイクルのエンジ
ンの図表に良く似ていると思うんですが、要す
るにここでぴかっと火を付けるとここが回りだ
して、これが回ればこちらも回り出すという上
手い仕掛けを考えたわけです。けれども、これ
はこう言っては悪いんですけど、要するにバー
チャルなものとして考えられているわけですよ
ね。実際にこうなるという理屈はそれほど強固
なものではないと私は思うのでありまして、私
は他の所に火をつけた方がこのサイクルは回る
んじゃないかと思っております。
いずれにしても、この主体的な学びの確立と
いう志向に合った学習時間の事実的な増加、つ
まりもっと勉強させるようにしなさいというこ
とですが、そのためには、ただ学生にそれ強い
るのではなくて、学生が勉強する環境を教員も
一緒になって考えなさいということですよね。
こういった大学の日々の活動に、かなり立ち
入ったような考え方を、中教審は出してきてい
ます。考え方によっては大変なことですけれど
も、こういうことを言っているのは中教審の委
員であって、別に文部科学省そのものが言って
いるわけではありません。文部科学省は、答申
を承って、必要な政策に変えていきましょうと
いうスタンスですよね。これを言っているのは
決して文部省の役人ではなく、これを言ってい
るのは中教審の委員であると。これがフォーマ
ルな説明でございますから、そこは間違っても
「役人がこんなことを考えるのはけしからん」
とは言いづらいわけですね。これは中教審の意
見ですから。これを採用する・しないは、文部
科学省の自由ということになるんですれども、
実のところ、そうは言っても実際はそうじゃな
いんですよね。実際のことを知っている人間
は、確かに文部科学省がそこに火を付けるのが
望ましいと考えているに違いないと思うわけで
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すね。なぜなら、審議会の答申を皆さんどうお
考えでしょうか。審議会の答申というのは、四
角で囲っているところがいわゆる建前です。し
たがって皆さん方が、外の会議に行って色々議
論をされる、あるいは文部科学省に行って色々
説明を受ける、あるいは皆さん方がもし、今私
がいるところに立って、フォーマルな会議で話
をする時には、四角のところしか言ってはいけ
ないということなんですね。つまり審議会とい
うのは、有識者が選ばれてそこで議論をして、
その議論の結果を文章化して答申に出す、これ
があくまでもフォーマルな世界であります。し
かし、審議会についてご存じの方は、その答申
に影響を与えているのは、この４つの大きなア
クター（有力な行為者）であるということを、
知っている人は知っているわけです。
その中で大事なことは、事務局による原案の
作成です。私が文部省に入ったのは１９７２年で、
かなり昔のことになるわけですが、審議会の事
務もずいぶんとやりました。それから色々な懇
談会とか、いわゆる有識者を集めて話をすると
いう会議の事務局をやったこともありますが、
その時上司に言われたことは「最初から役人が
きちっとした原案を書くのは駄目だ、けっして
書いてはいけない」ということでした。要する
に、委員が言ったことを最初は項目だけ書き、
次に少し箇条書きにし、そして最後に文章化
と、委員が言いたいことを段々と持っていくよ
うにしないといけないということです。こうい
うようなことを教育されましたけれども、要す
るに、答申と言うのは基本的には役所の役人が
書くものであるということです。これは霞が関
共通のことだと思います。別に文部科学省だけ
がそうやっているのではなく、各省庁そうして
いるわけです。
したがって答申というのは結局のところ委員
の先生方の発言と言っても、本当のところは行
政官庁の方針である。それは間違いないです。
ただし方針ですけれども、それには様々な横や
りというか、様々なアクターが関わるわけでご
ざいまして、したがって民主党政権はあまり教
育に積極的な関心を示してこなかったので、こ
こ最近はないかもしれませんが、かつては答申
をだして予算を取り、かつ法律を改正しようと
いうときは必ず政権与党の意向を事前に伺いな
がら、対処しなければならないということもよ
く教えられておりました。それから財務当局と
の調整が必要であります。予算に関わること、
あるいはお金のことは原則として執筆禁止なん
です。原則として書いてはいけません。ですか
ら、この間の教育基本法の改正によって生まれ
た教育振興基本計画に文部科学省が数値目標を
書こうとしたんですが、財務省の強力な反対に
合って結局書けなかったんですね。ただ、科学
技術基本計画をバックアップする政治的な力が
強いのか、財務省の反対を押し切って科学技術
基本計画には数値目標は書いてあるんですけれ
ども、残念ながら教育関係は必ずしもそうでは
ないので書けませんでした。また、役人が書く
のは確かだけれども、有力委員は色々といるわ
けですから、それは多少反映されているという
ことも間違いありませんから、特に常識と少し
違ったような文言、あるいは内容が出ていたら
「これはあの先生が言ったんだな」ということ
も、何となくわかるわけでございます。という
ことで、こういうことですから、答申というの
は必ずしも審議会のメンバーの総意によって書
かれたものではないということは理解しておか
なければならない、つまりこれは政策文書であ図６
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るというように理解しておかなければならない
わけです。
ただこれは国の審議会だからそうなのかもし
れません。私はこれまで都道府県とか、市レベ
ルの審議会にも関わったことがあります。実は
東京２３区のある区で、生涯学習審議会の会長ま
でやったこともあるんですけれども、わたしは
こういうことがすっかり染みついているもので
すから、年度末に近づいて「そろそろ答申です
ね」となった時に、「答申案はどうされますか」
と事務局に聞いたところ、「答申案は会長が書
いて下さい」と言われたのでびっくりしたんで
す。しかし国の審議会はその通りであります。
これはぜひ覚えておいて頂きたいんですけれ
ども、このたびの答申は、ここに書いてあるよ
うに表題が非常に長いですよね。「新たな未来
を築くための大学教育の質的転換に向けて」と
いう答申でございまして、ちょっと横道にそれ
ますけれども、答申はどんな答申かというと、
概要というものがあります。この答申には従来
の答申より長い副題がついていますので、副題
だけ読んだだけでもなんとなく答申の内容が想
像されるということで、そういう意味では良い
とは思います。
つまりこの答申には、生涯学び続け主体的に
考える力を育成する大学を目指すということが
書かれています。これまでの我が国の大学教育
の弱い点は、教師による一方的な教育なり、伝
達であって、学生が主体的に学ぶという行為が
身についていないということが問題であるとい
う指摘です。これはどこから問題が出てきたの
でしょう。ということでそれに対する解答とし
て、やや単純ではあると思いますけれども、要
するに学習時間が短いのが問題であると、途中
で言っておりまして、日米比較などもしており
ます。日米比較はしておりますけど、日本と
ヨーロッパの比較はされていない点について
は、私は気になります。アメリカでは確かに、
大学教育の意味合いは非常に大きいものですか
ら、学生はより多く学ばざるを得ないと思いま
すが、その他の国はどうなのかということを必
ずしも中教審は言っておりません。諸外国に比
べて日本の学生は学習時間が少ないと言い切っ
ているとことを見ますと、数字には表れていま
せんが、何か確証があるのかもしれません。
そこで、ここ（図５）にございますように、
今後の具体的な改革方策として大学に期待され
ていることがあるわけで、大学がすみやかに取
り組むべき事項は、色々あるんですけれども、
例えば大学の学位授与方針ですね。これを受け
て、皆さん方の大学には学位授与方針というも
のがないといけない訳ですね。それに基づい
て、学長、副学長、学生部長、専門スタッフ等
がチームになって組織的に行わないといけない
わけです。体系的な教育課程を作る、これがい
わゆる plan ですね。教員同士の役割分担と連
携による組織的な教育を行う。これが do です
ね。それから、アセスメントテストや学習行動
調査、つまり学習時間、学生がどれくらい学習
しているか等の調査を活用して、学生の学習成
果、教員の教育活動、教育課程の評価をする。
これが check ですね。そして教育課程や教育
方法のさらなる改善、これが Action です。こ
れは最近の大学改革のキーワード中のキーワー
ドですが、「PDCA サイクル」を回すというこ
とですね。これによって改革をするべきである
と。それにもちろん大学団体とかですね、ある
いは文科省、あるいは地域社会や企業も協力し
て大学改革をしていくと。その裏口にあるのが
大学改革実行プランですよと。こういう風に
なっているわけです。非常に矛盾なく、美しく
述べられていますので、これはこれで良いと思
いますが、ただ根本的な疑問点を申し上げれ
ば、学習時間を増やせば大学教育の質が向上す
るかどうかという点ですね。あるいは、大学教
育の質が向上するための学修時間の増加という
のは一体どうあるべきか。やはりこれを我々
は、教育の専門家として考えていかなければな
らないのです。だから、私は決して「中教審の
答申は絵に描いた餅で、こんなこと言っても
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しょうがないんじゃないか」というように批判
するつもりは全然ないんですけけれども、ただ
「学修時間の増加」一つ取ってみても、それの
前提になる様々な要件が絡まりあって、その中
で、現在の学生の学修時間というものがあるわ
けですから、従ってそこは、より深く掘り下げ
て考えませんと、せっかくの中教審答申の趣旨
が活かされないということになるのではないか
と考えています。皆さん方の中には、中教審の
答申もその一つですが、文部科学省が最近色々
と言っているけれども、別にそれに従わなくて
もいいじゃないか、とおっしゃられる方もい
らっしゃるかもしれません。そうなんです。文
部科学省は高等教育の行政をやる組織であり、
そして大学はご案内の通り、学生さんに教育を
したり、あるいは優れた研究をしたり、あるい
は地域に貢献するという、行政とは違う目的を
持った組織ですよね。従って、文科省と大学は
それぞれ機能が違うわけですから、文科省が
言ったことにすぐにそれに１００％対応する必要
がないことは確かです。実際、大学に対して
「これをやらねばならない、あれをやらねばな
らない」と文部科学省が言ってくるということ
は、そんなに多くはないはずですね。あんまり
多くなりすぎると、どっかの省みたいに橋の上
げ下ろしまで行政指導でやらなければならない
というようなことになってしまいますが、大学
はそこまではいってないわけですよね。そこま
ではいっていないんですけれども、しかし実際
のところ、最近、大学は新しい政策が出るごと
に、大変忙しい思いをするという実情があるわ
けです。それはなぜか。
資料の上の方にあるように、もちろん文科省
の行政官が政策を立案して大学に出すというこ
とが、理論的にはあり得るわけですけども、教
育問題というのは、なかなか専門的な問題であ
り、かつ大学というのは高度な機関ですから、
文科省の事務官レベルがそういうこと言っても
なかなか大学には通用しがたいという現実があ
るわけでありまして、従ってやはり、中教審と
いう機関でオーソライズしなければならないと
いうことになるわけです。１９８０年代あるいはそ
れ以前の状況をみると、例えば中教審の「３８答
申」という昭和３８年の答申とか、「４６答申」と
いう中教審の昭和４６年の答申というように、数
年ごとの重要な答申の名称が、未だに人々の口
から出るぐらい重要ではあるけども、数年に一
回しか答申が出なかったわけですよね。ところ
が、１９９０年代になって、大学審議会、これは、
今の中教審の大学分科会の前身ですけども、大
学審議会は約１０年間で、なんと３０近い答申やそ
の報告を出してるんです。つまり、これまでは
３、４年に一回しか出なかった答申が、１年間
に３回ぐらい出るようになり、答申を出して、
新規政策を出して、大学に出してくるというの
が、非常にアナログ的な説明で申し訳ないです
けど、昔はこれが３年に一回ぐらいのサイクル
でゆっくり回っていたのが、１９９０年代になる
と、非常に早く回るようになりました。新規政
策の出る頻度が、極めて頻繁ですよね。
これには理由があって、別に文科省も大学に
次から次に球を投げて考えさせないようにしよ
うと、そんな意地悪な考えから、そうしている
わけではなくて、昨今の財政事情の悪い中で、
文科省自身も、財務省から予算を取るために
は、常に新しいことを出さないとダメらしいん
ですよね。基盤的な経費だけでずっと継続的に
従事するというだけでは、なかなか財務省の厚
い壁を突破するというのが難しい。
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このような状況の中ですから、次から次へと
新規政策を打ち出してくるわけです。もちろん
大学は、それを受け取る・受け取らないは自由
なんですけれども、創価大学さんはこうやって
無事に取られたからそれで良いんですけど、場
合によっては取れないかもしれませんね。です
から、努力の甲斐があるのかないのかというの
は疑問もあるわけですけれども、しかし少なく
とも、競争的資金に応募しなければお金が来な
いことは確かですよね。いくら宝くじが当たら
ないからと言って、買わなければ１００％当たら
ないわけですから、同じようなことで応募しな
ければダメだと。特に横並び意識の強い国立大
学はそうですね。ほとんど全大学がだいたい応
募します。それは、なぜかと言うと、いまや新
たな資源を大学に導入するためにはそういう競
争的資金を獲得しないといけないからです。そ
の上で、実は競争的資金は、この中で打ち出さ
れた各種の新規政策も入っているわけです。で
すから、資金に応募すれば応募するほど国の政
策を自ずと学びとるという、学習効果があるわ
けで、そういうことでこの競争的資金と各種の
新規政策を結びつけたものをセットにして出す
という形になったのです。最初は誰が考えたの
かわかりませんが、非常に頭の良い人がいたも
のですよね。おそらく２００３年から始まった特色
GP、あの頃からではないかと思いますけど
も、そういうことで、国も知恵を絞り、しかし
また大学もお金が必要であり、また教員個人も
やはり自分たちの教育予算、研究予算が増える
ことが望ましいと考えている人は多いですよ
ね。昔は、そういう身の回りのことよりも、と
にかく大学の自治が大事だという原則論を振り
回す教授も多かったかもしれませんが、いまや
そんなことは言っていられない。つまり、自分
たちの競争相手には色々ありますが、仲間の間
での競争が極めて熾烈になっていますよね。で
すから、研究費を獲得できる教員とそうでない
教員との間で大きな格差が生じようとしている
わけです。そういうことで、皆が競争モードに
なっている中で、競争的資金が導入されるわけ
ですから、これに飛びつくのは当然でありま
す。こういう政策的枠組みが、１９９０年以降出来
ていますので、我々はこれから逃れることはな
かなか難しい。逃れることが難しければ、出し
たものは確実に取りたいと考えるのが当然でご
ざいまして、こういうことでかくして大学改革
は予算面でも加速度的に進んでいくというよう
な状況であるかと思います。
その上で、繰り返しになりますけども、管
理・運営の問題はだいたい２００５年の答申あたり
で解決したので、いよいよ教育の中身の問題と
いうことになりますが、「質保証」ということ
で言われています。この「質保証」というのは
極めて単純な言葉ではありますけれども、実は
なかなかわかりにくいところもあります。そも
そも「質保証とは何か？」ということもありま
すし、それから「何のために質保証する必要が
あるのか」という問題もあるし、それから「質
保証はどのような仕掛けによってそれを担保す
るか」という問題もございます。色々あるの
で、一言で言うのは難しいのですが、実は、役
割という点から考えますと、図８にある４つ、
実際はもっとあるのかもしれませんが、この４
つぐらいのカテゴリーに分けて考えたほうがい
いのではないかと思います。
その上で、なぜ質を向上しなければならない
かということを考えますと、ここで言われてい
るように、グローバル化とか知識社会化という
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ことで、要求される知識のレベルが格段に向上
し、かつそれは世界的なレベルで比較しなけれ
ばならないという時代になってきているからで
すね。我が国だけで通用する知識レベルという
のは、昔はそれで良かったんじゃないかと思い
ますけど、今やそうではない。全ての事はグ
ローバルに通じていくわけでありまして、従っ
て大学教育は、国内のスタンダードだけで考え
ることが出来ないんだということがございま
す。それから、少し次元が違いますが、人口減
も要因の一つです。１８歳人口の減少によって、
定員割れをする大学が段々と増えてきています
ね。これは、日本全体としても問題ですけれど
も、個別の大学の生き残りの道はやはり、教
育・研究の質を良くして、より多くの学生を集
めるということでありますけれども、その為に
も良い教育をするというのは非常に大事である
ということです。
それから、「ではどうやって質保証するか」
というと、制度と実態と両方から考えなければ
いけないと思うんですね。制度だけに目を奪わ
れてはならないですね。実態として何があるか
というところも考えなければならないのです
が、制度としては、我が国では、認証評価が最
も代表的なものですね。それから、事前の評価
としては、例えば大学の設置認可であるとか、
あるいは各種の規制というのもありますね。こ
ういうことで、認証評価はいまや質保証の中の
中心的な役割を果たしているわけです。しかし
認証評価や設置認可だけが質保証の手段ではな
く、実態として様々なものがありますよね。大
学は多様でございまして、従ってそれぞれの大
学にとってふさわしい教育の質というのは何か
ということは、それぞれ違うと思います。だか
ら、一つの物差しで全ての大学を測るというの
は極めて難しいと思います。それを最終的に判
断するのは、やはり結果としての市場原理と申
しますか、例えば競争的資源を獲得できる大学
とそうでない大学であるとか、あるいは、学生
をきちんと確保できる大学とそうでない大学で
あるとか、ということでこれは別に認証評価が
良かったから、合格したから良い大学、認証評
価が不合格だったから悪い大学というだけでは
なくて、実際のところ、人々がいくつかの大学
の中からどの大学を良い大学として選ぶかとい
う、市場原理が相当大きく働いてくるのではな
いかと思います。
そこで、我が国の大学はこれから大丈夫かと
いうことになるわけですけれども、実は少々難
しい問題があります。一つは、このグラフ（図
９）をご覧頂くとわかるんですけども、このグ
ラフは入学者に占める２５歳以上の者の割合を表
しています。２５歳というと、日本であれば大学
を出て就職して２、３年目というところです
ね。ちょっとした大人ですけれども、そういう
大人の学生が大学に入学した段階で何パーセン
トぐらいいるか、という OECD のデータが
あって、これは文科省が３、４年前に公表して
いるんですけれども、これによると、OECD
の加盟国のいくつかですが、多いところでいう
とアイスランドなんかは、４０％の学生がそうだ
というんですよね。右に行くほど段々と下がっ
ていきますけれども、だいたい平均値は２０％で
す。つまり、２５歳を過ぎてから大学に入る学生
が２５％いるというのが、先進国の標準なんです
が、日本は限りなく地べたにくっつきそうに
なっていますけれど、実はこれは２％です。わ
ずか２パーセント。おそらくそれは本当であろ
うと思います。というのは、学校教育調査をご
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覧になってもわかるように、現役生と一浪生
で、だいたい入学者の９５％を占めているんで
す。ですからつまり１８歳、１９歳で大学に入学す
る人が９５％、それ以上の人は５％しかいないと
いうことですから、ほぼこのデータと符合する
わけです。要するに、生涯学習や大学院教育は
このような状況下ではなかなか難しい。それか
ら１８歳人口が少しでも変動すると、途端に大学
の入学者数に影響を与えることになりますよ
ね。もう少しだけ繰り返しますと、さっきお見
せしたもの（図３）なんですけれども、ここで
大事なことは、２０６０年には今の半分のだいたい
６０万人ぐらいになってしまうだろうということ
と、もう一つは、過去の学校基本調査のデータ
を拾っていくと、平成５年から平成２４年までの
約２０年間に、現役の大学・短大志願者数が、や
はりずいぶんと減っていますよね。１８歳人口の
減少に伴って。そしてこの太い線が、毎年の大
学・短大の入学者数なんです。入学者数は、現
役の志願者数よりも多いですよね。いわば、入
学者数よりも、現役の志願者数の方が少ないと
いうのがここ１０年ほどの傾向ですね。したがっ
て、それに引きずられるように浪人の受験者数
というのもどんどん減っています。今や受験市
場というのは、かつての１２０万人から７０万人ぐ
らいにまで減ってしまっているわけです。進学
率はもちろん伸びてはいるんですけれども、最
近２、３年は停滞気味ですが、こういう状況の
中で、本当に１８歳人口だけで我々は商売をして
いけるのかということになりますね。だから、
ぜひとも成人学生や留学生を入れなければなら
ないんです。
ただ、そのためには教育内容をかなり良くし
ていかなくてはなりませんし、もちろんその前
に、一番大事なことは、大学卒業後２２、３歳で
就職しなければならないという、新卒あるいは
若者重視の就職構造を改めていかねばならない
んですけども、それと別に、やはり社会にもっ
と受け入れられるような教育内容と言います
か、これをしっかりとやっていかなければなら
ないと思います。それから我が国は、先進諸外
国に比べて私立大学の占めるウェイトが非常に
高いんです。アメリカも私学は多いように見え
ますが、実際数は多いですが、アメリカの場合
は、学生数でいうと、州立大学でだいたい３／
４、私立大学が１／４です。日本はちょうどそ
の逆ですよね。国公立で１／４、私立大学は３
／４です。ですから、日本とアメリカを比較し
ても、日本の方が、私立大学が多いと言えま
す。ヨーロッパはほとんどが、国公立ですか
ら、従って日本では非常に多くの学生が多様な
私立大学に在学しているということですね。先
ほど文部科学大臣の私学に対する関与がやや強
まっていると言いましたが、それにしても、行
政として出来ることは限られているわけであり
まして、むしろ、今後は私立大学の独自の行動
というのが求められてくるのではないかと思い
ます。
それから国際的にみて、公財政負担が少なく
て、教育費は親が出しているという問題です。
奨学金にかなり依存しているアメリカでは高額
の授業料を取っています。１ドル８０円になって
も、日本円にして２００万、３００万という大学はざ
らです。しかし、日本ではやはり、ほとんどを
家計が負担していますから、文系でいえば１００
万円を切るぐらいの学費で、理工系でも２００万
円を超えるとさらに志望することが難しくなる
んじゃないかと思います。ですから、そういう
意味で公財政負担が少ないものですから、学費
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を高額にして良い教育をしようとしても、それ
は限界があるということになるわけですね。
ところで実態としては、高学歴化は着実に進
んでいまして、これは（図１０）学校基本調査の
データをそのままグラフ化しただけのものです
けれども、１９６０年、今から５０年前に中学校、高
等学校、短大、大学、大学院修士・博士これら
の学校段階を出てすぐに企業の事務職、あるい
は公務員の事務職に就いた人の学歴構成がどう
だったかと言うと、８割ぐらいが高卒だったん
です。つまり、１９６０年の段階で学校を出て事務
職に就く人の標準学歴は高卒だったんですけれ
ども、これをご覧になるとわかるように、バブ
ル経済の崩壊の後でしょうね、９０年代大きな変
化があって、２０００年、２０１０年と来て、今やちょ
うどこの５０年前と逆転しているわけですね。事
務職の標準学歴は大卒で、若干大学院も顔を出
しているというのが現状ですから、社会の高学
歴化は着実に進んでいると、その高学歴化した
時代の大卒にふさわしい教育を我々は、与えな
ければならないということなのです。
少し時間も押してきましたので、いくつか図
表は省略したいんですけれども、この図表はし
かし省略するわけにはいかないので述べておき
ます。大学は教育と研究を主にやるわけです
が、その教育も研究も共通して、大学では知識
というものを扱いますよね。その知識は、すで
に知られている知識とまだ知られていない、だ
から研究によって明らかにするべき知識に分け
られる。しかし、また逆に言うと、別の観点か
ら言うと知識を応用するというような目的のた
めに扱う知識と、それから、知識のための知識
と申しますか、基礎的な知識と、こういう風に
分けることが出来る。そうすると、こう４つ、
こういう２つの軸で切ると（図１１参照）、４つ
の象限が生まれるわけですよね。で、日本の大
学というのは一体どれを対象にして来たのだろ
うと考えますと、私は、この第三象限と言いま
すか、すでに知られている知識、つまり欧米か
ら開発されたものを含めて、すでに知られてい
る知識で、極めて基礎的なものをとりまとめ
て、そしてそれを専門教育や教養教育にブレー
クダウンして学生に教える。それから研究も、
欧米から輸入してきた知識を整理して、そして
それを社会に紹介するという。こういうことで
済んでいた。これが初期の頃の高等教育だと思
います。しかし、いわゆる研究というのはもと
もと未知の知識を明らかにしなければなりませ
んから、やはり単なる輸入学問では済まなく
なって、特に理工系や医学系では、おそらく大
正時代くらいから、どんどんこっちの方（図１１
の右側）に進んで、世界の研究者と競争するよ
うになりました。ですから、大学院というのは
基本的には、大学院で教えられるべきことが、
既に知られている知識だけではなくて、実験室
でデータを共有しながら、世界の大学と競争し
て開発するというところにまで来ていますよ
ね。これは当たり前のことだと思います。た
だ、先ほど言いましたように、文系の研究とい
うのは一体どうだろうかと考えますと、先ほど
紹介した前の岐阜大学の学長さんが批判するよ
うに、本当にこうなっているのかどうかは疑問
が残ります。本当は文系・理系を問わず、研究
というのは、未知の知識を獲得するための活動
として、積極的に世界に出て行かなければなら
ないわけですね。現に、理工系ではかなりこっ
ち（資料の右側）に出てきていると。だから、
ここにある「探究的基礎研究」をやるための、
大学院の充実が求められるわけです。図１１
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ところが教育は、既知の知識を取り扱うわけ
ですけれども、この既知の知識は、かつては大
学を出て将来社会を担うエリートに対する教育
でしたから、必ずしも役に立つ教育であるとい
う必要はなかったわけですね。むしろ、役に立
たないけれども、人格を養成するのには不可欠
なものを教えておけば良かったんですが、大学
が大衆化してきますと、多くの学生にとって、
やはり社会に出て生きていく技術を身につけな
ければならないということになりますから、
段々と教養教育よりは職業教育、高邁な専門教
育よりはプラクティカルな職業教育というよう
に、こちらの方に注目が集まるようになってき
ています。ですから大学によっては、資格取り
とか様々なことをやっている大学が増えてきて
いると思います。それから、高度な知識の場
合、専門職大学院がございますよね。法科大学
院と法学研究科はそもそも目的が違うわけで
す。目的が違うわけですから、これを一緒に考
えてしまうと両方失敗してしまうわけで、法科
大学院は高度な専門職業教育、学術研究の大学
院（法学研究科）は未知の知識を求めての活動
の場という風に分けて考えていかなければなり
ません。
それからいまや未知の知識でも、行く行くは
応用を目指すというような分野がございます
ね。これは科学技術基本計画で言うような、情
報とかの材料とか、バイオとかこういった分野
ですね。こういう分野は、まだ知られていない
んだけれども、すぐに社会に応用できそうな分
野ということで、そうなりますと、それを大学
でどう扱うかというと、従来のような大学院で
はなかなか難しいので、研究所とか研究セン
ターとかいった、さまざまな研究プロジェクト
ですね、こういったものが今続々と大学に出来
ていると思うんですけれども、こういったとこ
ろでやることになると思います。ということ
で、大学の機能がどんどん拡張するに従って、
大学の中に置かれる組織も様々なものになって
来ている。このような中で、一つの大学がすべ
てのことをやるのは難しいですから、自分たち
の大学は何をやるのかということを考えていか
なければならない、というわけであります。
しかし、大多数の大学にとって大事なのは教
育ですよね。良い教育をするということは大事
であります。良い教育というのは、要するに基
礎的な教育でも良いし、職業教育にシフトした
ものでも良いんですけれども、その場合「質保
証というものは一体何だろう」ということが問
題になります。単に良い教育をすれば質保証な
のか、そうではないですよね。大学で教育をし
た結果、皆さんは学位を授与しますよね。結
局、その学位は中身が伴っている学位でないと
困るわけです。だから、学位と実力が一致する
というのが、質保証の基本的な考え方になりま
す。これまでは、学位をあげても、もちろん学
位にはその大学の権威というものがくっついて
いたかもしれませんが、その大学の権威は、結
局は難しい入学試験というものによって得られ
たものですので、それが中身を伴っているかど
うかは必ずしも問われてこなかったですが、最
近の大学改革は、こちらからこちら（図１２の左
から右）に動こうということですね。質保証と
は学位と実力を一致させるということです。ま
た学位を学歴と読みかえても良いかもしれませ
ん。だからこれには、日本の従来の教育政策と
はかなり異質なものが含まれています。
これまでの日本の教育政策の大きな柱は、学
歴社会の弊害の是正ということだったんです
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ね。これが、よくよく見てみますと、世界は日
本以上に学歴社会ですよね。つまり大卒、修
士、博士を持った人が社会で活躍しているわけ
です。日本は残念なことにというか幸いなこと
にというかわかりませんが、例えば大学院修了
者は、アカデミアの世界では尊重されますが、
社会的にはあまり尊重されません。むしろ逆評
価かなと思います。日本の学位は残念ながら汎
用性と専門性が矛盾すると世界の人は考えてい
ます。専門性が身につけばつくほど、他のこと
への融通がきかない学生になってしまうという
傾向にあります。わずかに例外は、理系の修士
は理系の学士より評価が高いですが、それでも
博士になってしまうと評価が下がってしまいま
す。アメリカの学位は、基本的には学士より修
士、修士より博士の方が、専門性も汎用性も両
方備えているという認識です。分野によって違
うとは思いますが基本的にはそうで、いわゆる
学位の保証ということになっているんですけれ
ども、今後そういう風に動いていくということ
も、グローバル化の中で考えておかなければな
らないことですね。だからわたくしどもは、従
来のように、どこの大学を出たかということで
人を見てはいけないというのはたしかに正論で
はありますけれども、大学関係者としては、私
の大学を出た人は特別な目で見てほしいという
ように、これからは質保証していかなければな
らない、こういうことになるわけであります。
もちろんそれらは、分野ごとに違うのは当然
でありまして、わたくしが今申し上げたことは
主として（図１３の）青い所（文系）の分野であ
りまして、この黄色い所や橙のところはもう少
ししっかりしているのではないかと思います。
したがって私が申し上げたことは、あくまで文
系を中心とした一般的なことでございまして、
医学系や理工系はまた違ったものがございま
す。ただ残念なことに、高等教育の研究者はで
すね、バックグラウンドが文系なものだから、
こちらの方の研究がまだ十分に行われていませ
ん。ですから、この辺の在り方については、
色々な専門分野の専門家の力を得て、これから
充実していかないと、バランスのとれた大学論
が出来ないということになるかと思います。
現に世界の大学は、かなり学生のニーズに応
じて動いてきております。これ（図１４）は２０１０
年の我が国の各学校団体設置者別、分野別の学
生の分布状況ですが、千分比ですので、全部合
わせると１０００人になると思いますが、１０００人の
学生がどの分野に何人ぐらいいるのかというこ
とを示しています。多いのはもちろん私立大学
の学部レベルの人文・社会系以外の文系ですけ
れども、だいたい伸びているのは看護とかいっ
た医療系です。それから学際分野ですね。それ
から教育でちょっと伸びている部分もあります
ね。これはたぶん、今色んな私学で小学校教員
養成課程を置いておられる、そういう動きでは
ないかと思います。それから短大はみんな減っ
ていますよね。こういうような動きを示してお
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りますので、創価大学さんはこの中でどの分野
をどのくらい担当しておられるのかという自分
たちの大学の占めている位置というのを、こう
いうもので時々把握されて置くのもよいのでは
ないかと思います。
それから大学を改革しなければならない、特
に文系の改革をしなければならないということ
で、色々勇ましい意見がたくさん出ていますけ
れども、ただ角を矯めて牛を殺すという言葉が
あるように、余計な力を加えすぎて全体がおか
しくなってしまってはいけないわけで、たしか
に学生数から見ますと文系っていうのは半分ぐ
らいを占めているわけですから、この部分を変
えれば大学が大きく変わるというのは間違いな
いことですが、ただ大学にかかっている経費、
つまり運営費を比較してみますと、実は日本の
大学で投入される資源の４割以上は医学・医療
系なんです。文系・理系はそれよりはかなり少
ないということですね。それから研究費です。
研究費というのは、物を買ったり出張したりと
いう経費、研究者の給料も含まれています。と
いうことは教員数の多い分野は、研究費が多い
んですけれども、これ（図１５）を見ますと、だ
いたい３分割されていますね。したがって、ど
ういう指標で大学を見るかによって見える姿が
かなり違いますから、それによって、それに対
する処方箋も違いますから、いったいどの分野
のことを意識して大学改革を論じているかとい
うことについても考えてみなければなりませ
ん。
それから、グローバル化についてもう一つ申
し上げたいことは、グローバル化というのは決
して他国のシステムを真似するというのではな
いんです。グローバル化というのは要するに、
世界は一つと申しますか、中国語では全球的と
も言いますが、一つになりつつある世界の中
で、我々はどう行動するかということがグロー
バル化の中での正しい生き方であります。した
がってむやみによその国の制度を、無批判に受
け入れるというわけではないのです。よくあり
がちなのが、どっかの国でこういう良い制度が
あるから、我が国にも導入しようと考える人が
いますが、それぞれのバックグラウンドが違え
ばそれは無理でありまして、それをもう少し深
く解釈して、なぜ隣国にそういう制度があるん
だろうという背景、我が国がそれを必要とする
背景、もしこれが一致するとすれば、我が国な
りに翻訳したものを導入するということは出来
るということでありますので、グローバル化は
国際化ではないし、ましてや国際比較そのもの
ではないということを是非理解しなければいけ
ません。
これは非常にアバウトな表現ですけれども、
日本とアメリカと欧州主要国を比べても、実は
高等教育というのは相当違うわけです。我々が
常識だと思っていることが必ずしも別のシステ
ムでは常識ではないわけですね。我々は大学院
を当たり前だと思っているけれども、ヨーロッ
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パの大学には大学院はありません。日本のよう
な大学院はない、あるいはもっと正確にはアメ
リカ的な大学院はないということです。それか
ら、我々はどんどん４年制の大学に収斂してい
ますけれども、アメリカはご案内の通り、研究
大学もありますが、実は非常に大きなセクター
を２年制のコミュニティーカレッジが占めてい
ます。これがアメリカの強い大学システムの底
辺を支えているわけです。それからヨーロッパ
は、歴史的な経緯もあって、大学と専門大学と
言いますか、イギリスでかつてあったポリテク
ニクとか、ドイツのテクニシエホッホシューレ
とか、工科大学といったものとに分かれている
わけですね。分かれているところは今でも多い
です。
それから授業料も、我々は取るのが当たり前
だと思っていますけど、ヨーロッパは基本的に
は無料です。あるいは取っても名目的なもので
す。ただし、留学生からはきっちりと取ってい
ますが。その辺は我が国と違うし、それから家
計の負担が我が国の方が高いのは当然である
し、（日本は）成人学生の割合が低いし、外国
人学生の割合もまだ低いですね。ヨーロッパは
高いですけれども日本は低い。それから学位の
価値ですね、これもヨーロッパやアメリカは学
歴社会ですから高いんですけれども、日本はど
うでしょう。私はこれを低と書きたかったんで
すけど、低と書いた資料が独り歩きしても困る
ので、気持ちとしては私は低だと思うんですけ
れども、低の気持ちで中と書かせて頂きまし
た。この「中」の学位の価値をなるべく高くす
るということも、グローバル化時代の日本の高
等教育に課された義務だと思います。質疑応答
を取らないといけないなので、時間をオーバー
して申し訳ございませんが、そういうことで知
識社会の中で大学というものの役割は、ますま
す大きなっておりますので、質保証によってよ
り大きな役割を果たすように、一緒になって努
力をしなければならない、このように思いま
す。どうもご静聴ありがとうございました。
［以下、質疑応答］
（司会）山本先生、どうもありがとうございま
した。それではここで、質疑応答を行います。
ご質問がある場合は、挙手をして頂き、ご所属
とお名前を述べた上で簡潔に質問をして下さ
い。それではご質問のある方いらっしゃいます
か。
●先生の書かれた著書（もしくは論文）に「少
ない資源でより多くの成果を」ということが書
かれていますが、日本はアメリカの教育と比べ
ると圧倒的な資金注入の差というものを感じま
す。例えば今後の大学のリベラルアーツ化など
を考える上で、現在例えば一人あたりの学生に
約８００万円の資金が掛っているんですけれど
も、それは学生の授業料によって賄われてい
て、現在では奨学金を借りる学生も多くなって
いるわけでありますが、これからの日本の私立
大学は、このような（アメリカなどとの）大き
な差をどのように埋めていけばよいと考えられ
ますか？
○（山本先生）そうですね、少ない資源で出来
るだけ効率的にやるというのは、我が国の伝統
なのかもしれませんね。そう簡単に直らないと
思います。あまり例は良くないですけれども、
第二次世界大戦中の日米のシステムの比較を見
てもわかりますよね。ということで、これはな
かなか容易な問題ではないんですけれども、出
来る限りやる、出来る限り少ない資源で効率よ
くやるというのがまず一つですが、もう一つは
ですね、仮に国の政策として、「コンクリート
から人へ」という政策がまだあるとすれば、是
非そのように雇用構造を変えていって貰いたい
ですよね。つまり大学が１つあるおかげで、地
域や関連した分野の人たちの雇用が飛躍的に拡
大するというようなシステムが必要でしょう。
例えばアメリカでは、カリフォルニア大学の
ような研究大学だと、教員１人に対して、いわ
ゆるそれ以外の人が、職員も含めて４人ぐらい
いるんですよね。だから、教員が２５００人いれば
スタッフが１万人いるわけですね。日本では東
８０
大でさえ、教員５０００人に対して職員３０００人です
ね。実際には非常勤・アルバイトその他で８０００
人ぐらいの職員がいるらしいのですが、それに
しても教員５０００人に対して職員８０００人ですか
ら、まだまだですよね。ということで、資源不
足ということは少しずつ産業構造を変えていく
中で考えなければならないんですけれども、た
だ残念なことにおそらくすぐには変わらないで
しょうね。「コンクリートから人へ」と言いな
がら、半ば実現しない間にまたコンクリートに
戻るかもしれませんね。コンクリートの方はか
なり雇用効果が高いと思われているわけです。
本当に高いのかどうかは知りませんが、日本の
大学はもっともっとたくさんの人を雇えるよう
な、雇用の改善に役に立つようなそういう仕組
みにしていかなければいけないと思うんですけ
れども、なかなか現実は難しいですね。だか
ら、効率的にやっていくという第一の答えの方
が常識的なのかもしれません。
●さきほど先生のおっしゃられた１９４５年から６０
年の間に私は大学生だったんですね。その頃、
指導教授から、「日本の大学というのは世界の
中で、大学卒業者を労働力とした最初の立派な
大学だ」という話を聞いたんですね。つまり大
学というところが公共労働者を作るところだと
教えられた時代があったんですね。ところが今
日の先生のお話を聴いて、確かにわかりやすく
するためには、大学院大学とか日本の大学の差
別化というものをですね、大きく明示されまし
たよね。現在は大学教育であろうと、すべての
大学はみんな努力して頑張ることが出来るんで
すけども、と同時に大学研究の差別化という問
題もやはりシンクロしているかと思うんですけ
れども、先生のご意見はいかがでしょうか。
○（山本先生）そうですね、たしかにそうだと
思います。さっき申しましたように、すべての
大学がすべての機能を十分に果たすというのは
極めて難しいし、またあまり現実的でもない
し、資源の使い方から言っても望ましくはない
のではないかと思います。ですから、すべての
大学が「ミニ東大・京大・慶応」になるいうの
はあまり現実的ではないので、基本的には研究
をかなり重視する大学と、比較的小さくても高
度な教育、リベラルアーツ的な教育をやるよう
な大学と、職業教育に特化したような大学、一
部の大学は、もはや大学と言えないのかもしれ
ませんが、研究所のようなところで応用的な目
的的基礎研究をするような組織とかにですね、
段々と重点が分かれていくと思うんですよね。
アメリカと日本を比較して、日本はトップ層
の大学の層が薄いですよね。日本とアメリカ
で、大学の数はだいたい１：３で、アメリカの
方が３倍ぐらいあるのですけれども、アメリカ
の大学で１００番・２００番といっても、相当立派な
研究中心大学なんですが、日本では３０ぐらいは
挙がるんですけど、それを超えると途端にガ
クッと研究に対する様々な質が落ちますよね。
日本はまだ一部のところに資源が集中している
というか、もう少し裾野を広げないと、研究面
でもうまくいかないんじゃないかと、このよう
に思っております。
●中教審大学教育部会まとめの図があったかと
思うんですけれども、ここで大学教育の質的転
換ということが謳われております。昨今の大学
の質的転換というものの事情を少し詳しく教え
て頂けたらと思います。また、対応しやすい大
学（学部）とそうでない大学（学部）があるか
と思いますが、今後どのように対応していくべ
きでしょうか。
○（山本先生）そうですね、あまり具体的な事
情は正確性を欠くのでお答えするのが難しいで
すが、一つはですね、こういった改革のツール
は、基本的には文系の大学というのを念頭に置
いていると思うんですよね。だからこれを、理
系・理工系に当てはめるには翻訳が要りますよ
ね。それと、中教審の答申の中身がどんなもの
かであるというと、ミニ高等教育論のテキスト
のようなものになっていまして、本文のほかに
資料と用語の解説までありまして、今先生が
おっしゃったようなことは答申の中に全部解説
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されているんですね。ですからアクティブラー
ニングとはこういうものであるとか、ルーブ
リックというものはこういうものであるとか
ね。逆に言うと、解説が必要な高等な言葉をな
ぜ答申本文に使うのかと思うんですけれども、
そういうことになっております。
それから個別の事例については、中教審の答
申に加えて、特色 GP を教育 GP などの実践を
通じて膨大な量のアウトプットが公表されてい
ますので、そういったものをご覧頂くと色々な
ことがわかりますし、それぞれの大学に大学院
に特化したような高等教育センターがありまし
て、色々な情報を非常にアクティブに集めてお
られると思います。ですから、そういうところ
に行かれますと、資料がかなり収集されている
と思いますので、是非ご参照頂きたいと思いま
す。
●私たちは大学教員として採用された時点で、
研究についてはある程度質が保証されていると
見ることが出来ますが、教育者ということでは
完全に素人ということになるかと思います。先
生のお話は大学教育そのものを変えるというご
指摘であったと思いますが、今後の大学教育の
改革を考えた時に、今のようにずぶの素人で採
用しておいて、入ってから教えていくというよ
うにやっていくのか、それとも採用の時点で教
育についても専門的な指導を受けておくべきな
のか、その辺りを先生はどのようにお考えです
か？
○（山本先生）そうですね、これはやっぱり大
学の性格によって違うんですよね。大学の経営
の観点から言うと、研究中心大学でいこうとす
る場合、優れた研究者がいないと困るでしょう
し、もっと教育を重視してやろうと思うと、そ
こで仕事をする教員に教育的な能力が必要なこ
とは当然ですよね。ですからその意味で言う
と、大学で重点の置き方は違いますが、やがて
大学教授法というものが今よりも一般的なもの
になるんじゃないかと思います。まさにそれこ
そ「Faculty Development」で、２０年前で FD
と言うと「コンピューターのフロッピーディス
クか」と言われました。でも今は「フロッピー
ディスク」というと「それ何ですか」と訊かれ
るぐらい、この２０年の間に大きな変化があるわ
けですね。だから、教育を重視するという大学
では、必然的に教育に長けた人を採用し、現在
いる人を訓練しなおすという動きはこれから当
然増えてくるので、そういう意味では、色々な
大学に置かれている大学教育センターのような
ところは、昔は国の制度とか日本の大学教育改
革などの状況などの情報収集をしていたんです
けれども、段々ともう少し具体的な、教員の教
育能力の向上のための研究とか実践ですね、こ
ちらの方に移っていくんじゃないかと思います
ね。是非、我々はそういう点を注目ながら努力
していきたいと考えております。
８２
